様式第１号（第４条、第７条関係）
年度鳥取県自転車活用推進事業計画書

（単位：円）

	補助対象経費

Ａ 
	イベント参加費

その他収入
Ｂ 
	差　　引
Ａ－Ｂ＝Ｃ 
	補助上限額
Ｄ 
	県補助額
（Ｃ及びＤを比較して少ない方の額）

	
	
	
	250,000
	


※変更計画書においては、変更前の額を上段（　）内に、変更後の額を下段に記載してください。
１ 事業概要
	区　　分
	内　　　　　　　　容

	事業の名称
	

	事業の目的
	

	実施体制
	（構成員がどのような役割分担で事業を実施するか等記載）



	事業内容
	（①実施予定日、②対象者、参加予定人数、③開催場所、④実施内容などを記載）



	事業の新規性又は発展性
	

	事業実施により得られる地域的な波及効果
	

	事業完了予定日
	    　年   　 月  　  日


２　委託料を県内事業者に発注するのが困難な場合、その理由
３　他の補助金の活用の有無（有・無）

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

　※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

４　消費税の取り扱い

　いずれか一つを選択して○をしてください。
　（　）①免税事業者

　（　）②簡易課税事業者（確定申告月：　　月申告）

　（　）③特定収入割合が５％超の公益法人等

　（　）④上記４のいずれでもない
【補助対象経費における消費税の取り扱い】

　　①、②、③の場合：消費税額を補助対象経費に含めて補助金算定基準額を算定する。

④の場合：消費税額を補助対象経費に含めないで補助金算定基準額を算定する。

【添付（追加提出）資料】

　　①の場合

補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び決算書等、免税事業者であることを確認できる資料。

　　②の場合

　　　補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

　　※確定申告が当該補助金の交付申請日以降の場合は、確定申告後、速やかに提出すること。

　　③の場合

　　　特定収入の割合を確認できる資料。
５　その他
＜添付書類＞
　・実施主体の概要がわかるもの
　・補助事業概要のわかる書類（パンフレットなど）
様式第２号（第４条、第７条関係）
年度鳥取県自転車活用推進事業収支予算書

１　収　　入
（単位：円）
	区　　分
	本年度予算額

Ａ 
	前年度予算額

(本年度決算額)

Ｂ 
	増　　減

Ａ－Ｂ 
	摘　　要

	補 助 金
	
	
	
	鳥取県 ○○○○

	参 加 費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


※収入の内容を具体的（入場料収入、販売収入等）に記載すること。
２　支　　出
（単位：円）

	区　　分
	本年度予算額

Ａ 
	前年度予算額

(本年度決算額)

Ｂ 
	増　　減

Ａ－Ｂ 
	摘　　要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	











